〈消費税廃止各界連〉

09年８月定例宣伝用スポット例（09年８月11日作成、自由にアレンジをお願いします）
　
ご通行中のみなさん、私たちは消費税廃止各界連です。消費税大増税に反対する宣伝・署名活動をおこなっています。ご協力をお願いします。
30日投開票の総選挙がいよいよ目前に迫りました。

消費税増税で私たち庶民に痛みをしわ寄せするのか、消費税増税に頼らない新しい国づくりをすすめるか、重大な争点になっています。
いま戦後最悪の不況が私たち国民を襲い、国内需要はかつてなく落ち込んでいます。この上、消費税の増税を押し付けて、私たち国民の生活を奈落の底に沈み込ませる――、そんなことは絶対に避けなければなりません。
97年４月、消費税率が３％から５％に引き上げられました。このとき消費税増税が、「回復しつつある」と言われた景気に冷や水を浴びせ、大手証券会社をはじめとする大型倒産が相次ぐような深刻な不況が引き起こされたことを、私たちは忘れてはなりません。
総選挙では、「消費税増税は認められない」という国民の意志を強力に示すことが、本当に大切なのではないでしょうか。「消費税増税」や「庶民増税」にきっぱりと反対する候補をたくさん国会に送り、庶民を応援する政治、国民本位の政治を進める国会に変えていきましょう。
みなさんの消費税増税反対の声を、署名にお寄せください。
「社会保障のためなら、消費税増税は仕方がないのでは」という方もおられると思います。政府や与党、財界は、消費税の導入以来「消費税は社会保障のため」と繰り返し言ってきました。しかし、この20年間、国民が支払った消費税は２１３兆円に上りますが、大企業の法人税などは１８２兆円も減収になりました（09年度末まで）。消費税は社会保障のためでなく、大企業の減税の穴埋めに使われたのが実態です。社会保障を年々、悪くしておきながら、いままた、「社会保障のため」と言うのは、あまりにも国民をばかにした話ではないでしょうか。

消費税増税をしなくても、財源はあります。大企業は今期の利益が減るといっても、これまでに蓄積した内部留保は２００兆円以上にも達します。大企業の法人税率を消費税導入前に戻せば、５兆円以上も税収が増えます。
歳出面でも、行政のムダをなくし、不要不急の開発中心の公共事業はやめて、生活基盤優先に切り替えるべきです。５兆円規模の軍事費、アメリカ軍への思いやり予算も廃止が必要です。沖縄の米海兵隊をグアムに移転するとの名目で、６０００億円以上もアメリカに拠出する「グアム移転協定」も即刻中止すべきです。他国の領土にある、他国の軍事基地のために、税金を使おうという国は、世界中で日本だけです。
聖域を設けずに税金の使い道を徹底的に見直し、大企業や大資産家に応分の負担を求めていけば、社会保障の財源は生み出せます。いまこそ、「消費税増税でなく減税をおこなえ」「大企業・大資産家に応分の負担を」の声を大きくするときです。私たちの署名に、ぜひご協力をお願いします。

